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1. 17 年 3 月期の連結業績（平成 16年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日） 

(1)連結経営成績   (表示金額は百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年 3 月期 84,507 29.4  2,081 28.2  1,567 20.7

16 年 3 月期 65,322 5.0  1,623 41.6  1,298 18.9

 
 

当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 
潜 在 株 式 調 整 後

1株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円  銭 ％ ％ ％

17 年 3 月期 1,024 7.9 63 94 － 32.2 4.1 1.9

16 年 3 月期   949 － 59 26 － 41.9 3.8 2.0

(注)①持分法投資損益 17 年 3 月期    △ 5 百万円 16 年 3 月期     142 百万円 
 ②期中平均株式数(連結) 17 年 3 月期  16,025,646 株 16 年 3 月期  16,027,886 株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年 3 月期 41,062 3,674 8.9 229 33

16 年 3 月期 35,233 2,691 7.6 167 94

(注) 期末発行済株式数(連結) 17 年 3 月期  16,023,658 株 16 年 3 月期  16,026,989 株 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物  

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 3 月期 △ 292 △ 150 478 2,035

16 年 3 月期 878  120 △ 885 2,009

 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 4 社 持分法適用関連会社数 8社 

 

2. 18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

中間期 47,400 710 390

通 期 93,200 1,510 910

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 56 円 79 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は、今後様々な要因

によって予想数値と異なる結果となることがあります。 

 上記業績予想に関連する事項については、添付資料の 7ページをご参照下さい。 
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1. 企業集団の状況 

金商株式会社 

 

 当社グループは、当社を中核として国内及び海外における各種商品の輸出入、国内取引及び物流を主要

業務とし、その他商品の製造・販売、サービスの提供等の事業を行なっております。かかる事業を推進す

る当社グループの事業系統図は次のとおりであり、３セグメント（９ビジネスユニット - BU）及び関係会

社 12 社（子会社４社、関連会社８社）から構成されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 凡例： ◎ 連結子会社、○ 持分法適用会社 
   2. Kinsho International Corporationは、非鉄金属にも関与しております。 
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鉄鋼 

物流 

その他 

◎上海金高化工有限公司 

○オー・ケー・ビー㈱ 

○P.T. Indolitharge Megahtama 
○大連愛光浸漬成型有限公司 

◎Kinsho International Corporation（注）2 
◎㈱チュートク 

○㈱オーテック 

○㈱明和 

○㈱ジオシステム 

○富士機鋼㈱ 

◎金商カーゴサービス㈱ 

○P.T. Kubota Indonesia 
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非鉄製品 BU 

非鉄原料 BU 

鉄鋼製品 BU 

特殊鋼 BU 

鉄鋼原料 BU 

機能素材 BU 

車両・ムービング BU 

非鉄物流 BU 

繊維物流 BU 

商品の販売、仕入 

サービスの提供 

商品の販売、仕入 

サービスの提供 

 

商品の販売、仕入

サービスの提供 
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＜事業の内容＞ 

  当社グループの事業の種類別セグメントにおいて、各ビジネスユニットの主要取扱商品並びにサービス

の内容は次のとおりであります。 

  

セグメント ビジネスユニット 主要取扱商品・サービスの内容 

 

非鉄製品 
アルミニウム、銅、ニッケル等の非鉄金属系材料の素材、半製品及び加工品を

取扱っております。ラジエター、インタークーラーやカーエアコン等の自動車

用熱交換器、家庭用エアコン向けのアルミニウム板、条、押出材並びに銅管を

国内外の多くの取引先に販売しております。また、アルミニウムダイカスト製

品にも注力し、家電部品及び自動車部品等で幅広い需要に応えております。 

 

 

 

非鉄金属 

 

非鉄原料 
鉛・亜鉛他の非鉄金属地金、スクラップ及び非鉄化成品等を取扱っており、鉛

地金及びその化成品については、中国、東南アジアに生産拠点を構えて広いネ

ットワークを持ち取引展開しております。また、自動車用鉛バッテリーのリサ

イクル事業を初め、非鉄金属のリサイクルビジネスを推進しております。 

鉄鋼製品 
普通鋼材（厚板、薄板、表面処理鋼板、形鋼他）、土木建材製品、管材類及び土

壁補強材等、一般材の他付加価値を高めた分野の商品を取扱っております。 

 

特殊鋼 
特殊鋼（各種合金鋼、ステンレス鋼、軸受鋼）、普通鋼、鍛造製品、鋳物製品を

取扱っております。特に軸受鋼については、自動車部品用を中心として、 

米国、欧州、中国等の海外市場において、各需要家の多様なニーズに対応した

取引を展開しております。 

 

鉄鋼原料 
ステンレス・特殊鋼の原料としてフェロクローム、フェロシリコン、フェロマ

ンガン等の合金鉄を主に取扱っております。カザフスタン、ロシア、アフリカ

及び中国他の生産拠点からの輸入取引においては、海外の優良なパートナーと

繋がりを確立するとともに、新たな原料の開拓を行っております。 

 

 

 

 

 

 

鉄鋼 

 

機能素材 
電池、磁性材、コンデンサー、精密研磨材、水処理材等の原材料、部品及び製

品を取扱っております。また、取引先のニーズに応える原材料の調達や開発輸

入を推進しております。 

 

車両・ムービング 
輸出車両の通関・港湾運送業務、引越業務及び貸倉庫・保管業を行っておりま

す。引越業務においては、大規模な事務所移転から小規模なレイアウト変更ま

で取扱っており、また、貸倉庫・保管業務においては、特殊なクラフトコンテ

ナを利用した什器・備品等の保管業務を行っております。 

 

非鉄物流 
非鉄金属の地金・製品等、重量物の国内及び輸出入物流を取扱っており、保管・

荷役・梱包・通関・船積・輸配送他、総合的なロジスティック業務を行ってお

ります。また、東扇島物流センターでは、コンテナ貨物並びに在来船貨物の双

方に対応できる設備を有し、柔軟な機動力を発揮しております。 

 

 

 

 

物流 

 

繊維物流 
国内外を問わず、輸出入貨物を含む衣料品及び雑貨の通関・荷役・保管・配送

業務を行っております。また、中国等の当社海外拠点と連携した質の高い情報

機能を発揮することで、海外生産拠点からの一貫した物流サービスを望む取引

先の幅広いニーズに対応しております。 

 

 

2. 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 
 わが国経済は、国内・国際社会における大きな環境の変化に晒されており、商社もその例外では

なく、経済システムの再編のなかで厳しい経営環境への対応を迫られております。このような経済

環境の下、当社は、以下を経営理念として掲げております。 

① 存在価値のある会社 

自主性・創造性に裏付けされた専門分野をコアコンピタンスに持つ企業グループとして、社会

の発展と人々の生活の向上に寄与する 
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② 魅力ある信頼される会社 

魅力ある信頼される企業グループを目指して、当社独自の競争力のある安定したサプライソース

の確保と販売力の強化に努める 

 この２つの経営理念の下に、当社独自の特色ある分野で事業を展開することにより、収益力を維

持・拡大し、株主、顧客取引先をはじめとするステークホルダーから支持される企業グループとな

るよう努めてまいります。 

 

(2) 会社の利益配分に関する基本方針 
 当社は、長期に亘って無配を継続しており、株主の皆様には大変ご迷惑をおかけしておりますが、

株主に対する配当は最重要責務のひとつとして認識しており、後述の『収益基盤強化３ヶ年計画』

（平成 16 年 12 月 21 日公表）において、営業収益力の基盤強化を図り、安定配当を実施しうる態

勢の確立を目指しております。 

 

(3) 目標とする経営指標 
 『収益基盤強化３ヶ年計画』において、営業収益力の基盤強化を図り内部留保による資本の充実

を進め、計画最終年度である平成 19年 3 月期末の自己資本は 連結 54 億円、単体 31 億円を目標と

しております。一方で、売掛債権の流動化等により B/S をスリム化し有利子負債の圧縮を図り平成

19 年 3 月期末の有利子負債残高は 連結 169 億円、単体 168 億円を目標としております。その結果、

ネット DER（ネット有利子負債自己資本倍率）は以下の通り改善されます。 

【連結】平成 17 年 3 月期（実績） 4.4 倍 ⇒ 平成 19 年 3月期（目標） 2.7 倍 

【単体】平成 17 年 3 月期（実績） 8.5 倍 ⇒ 平成 19 年 3月期（目標） 4.7 倍 

 

(4) 中長期的な会社の経営戦略（『収益基盤強化３ヶ年計画』） 
 平成 16 年度（平成 17年 3 月期）を初年度とする『収益基盤強化３ヶ年計画』は、当社グループ

の成長に向けた収益基盤強化を行う３ヶ年と位置付け、本計画終了の指標として最終年度である平

成 19 年 3 月期に復配が可能な態勢とすることを目標としております。 

 

① 営業収益力の基盤強化 

各ビジネスユニット（BU）では、当社の“強み”を発揮でき、当社の機能について顧客の評価

を得られる事業領域への更なる選択と集中を進めることによって「金商らしさ」を発揮し、収益

力の基盤強化を図る。 

② 資本の充実 

将来の成長に向けての新たな仕組み作りのため、また新たなリスクに備えるため、内部留保の

積み増しによる自己資本の充実を図る。また、内部留保の積み増し以外の、更なる自己資本の充

実策についても本計画期間内に検討し準備を進める。 

③ 企業体質・風土・文化の変革並びに社員の意識改革 

社員教育や研修を通じて社員の意識改革の徹底を推進する。 

 

(5) 『収益基盤強化３ヶ年計画』の進捗状況 
 『収益基盤強化３ヶ年計画』初年度の平成 17 年 3月期におきましては、各 BU の更なる選択と集

中は一定の成果を上げることができました。鉄鋼原料 BU では、業界全体の追い風の中で、主力の

合金鉄は主要顧客と増量契約を締結することができシェアーアップに繋がったほか、新規客先との

取引の経常化も実現しました。特殊鋼 BU においては、主要市場である米国向け以外に中国や欧州

向けの軸受鋼輸出が着実に伸びていることに加えて、台湾向けの IT・OA 機器用特殊鋼が主力の軸

受鋼に次ぐ商品として育ってきました。また、プロダクトライフサイクルが比較的短く、新規開発

型の機能素材 BU についても、セラミックス原料等の商品において経常取引への進展が見られまし

た。 

 国内外場所の見直しにつきましては、計画通り福岡支店とウラジオストーク連絡事務所の閉鎖を

行う一方で、関連取引が拡大している上海駐在員事務所は増員いたしました。 

 企業体質の変革と社員の意識改革につきましては、コンプライアンス研修をはじめとして、目的
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を明確にした社員教育のプログラムを策定し、社内研修や通信教育を実施いたしました。 

 収益計画は、輸入合金鉄の取扱数量増加等により計画比約 43 億円の増収となり、また、支払金

利は計画を若干上回りましたが、販管費の削減もあって全ての利益段階で２億円程度の増益となり

ました。このように当社は着実に計画を遂行しております。 

 平成 17 年 3 月期の連結業績は、売上高が 845 億 7 百万円となりました。また、販売費及び一般

管理費の節減等により経常利益は 15億 67 百万円、当期純利益は 10 億 24 百万円となりました。 

 

(6) 会社の対処すべき課題 
『収益基盤強化３ヶ年計画』において、当社は下記を対処すべき課題として認識しております。 

① 資本の充実 

将来の成長に向けての新たな仕組み作りや新たなリスクに備えるため、内部留保の積み増しに

よる資本の充実を図る。尚、更なる自己資本の充実策は、計画期間内に検討を進める。 

② コーポレート・ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底 

企業としての体質、風土や文化の変革や社員の更なる意識改革を通じて、コーポレート・ガバ

ナンスの強化とコンプライアンスの徹底を継続して進める。 

当社は、本計画を確実に遂行することで、これらの課題を克服するよう、役職員一同引き続き緊

張感をもち、全社一丸となって努力していく所存であります。 

 

(7) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の最重要課題の一つとして認識しており、正確な情

報の迅速な把握による透明度の高い経営の意思決定と、内部統制システムの強化とリスク管理体制

を充実させ、今後も株主の皆様から信頼される企業経営に努めてまいります。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   a.監査役制度採用会社であるか委員会等設置会社であるかの別 

監査役制度を採用しております。 

   b.社外取締役・社外監査役の選任の状況 

    現在社外取締役はおりません。平成 14 年 6 月 27 日付をもって、取締役の任期は、より短期

間で株主のチェックを受けることにより、経営の健全性・透明性を高めるため、就任後２年内

から１年内に変更しております。また、社外監査役は、監査役の経営監視機能を強化するため

２名を選任しております。 

   c.社外役員の専従スタッフの配置状況 

  社外役員の専従スタッフの配置はしておりませんが、適宜関連部署が対応しております。 

   d.業務執行・経営の監視の仕組み 

（取締役会） 

取締役会は、取締役全員をもって構成され、原則として毎月開催しております。取締役会は、法令及

び定款で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行状況を監督してお

ります。 

（監査役会）  

監査役会は監査役 4 名（内、社外監査役 2 名）で構成されており、原則として 3 月、5 月、9

月、12 月に開催するほか、必要に応じて随時開催しております。各監査役は、監査役会で定め

た監査方針及び業務の分担等に基づき、経営会議及び取締役会等重要な会議に出席するほか、決

裁書類等の閲覧や業務及び財産の状況の調査を通じて、取締役の職務執行を監視する体制をとっ

ております。 

（経営会議） 

経営会議は、社長の下に設置され、取締役の全員で構成されております。経営会議は、原則と

して毎月 2回開催するほか、必要に応じて随時開催し、取締役会に付議する経営上及び業務上の

重要事項を事前審議し、決定しております。 
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e.内部統制システムの整備の状況 

     当社は、以下の 3つの観点から内部統制システムの強化を図っております。 

（コンプライアンス管理） 

コンプライアンス管理は、平成 13 年に策定した「金商役職員行動規則」を社内に周知徹底す

ると共に、各部門毎にコンプライアンス・オフィサーを任命、また経営会議の直属機関として倫

理委員会を設置して、役職員の行動の法令、国際ルール、社内規定及び一般的な社会規範等の遵

守状況を点検し、問題が発生した場合に対応しております。更に、当社は法律事務所、会計事務

所及び税務顧問と契約を締結し、重要な問題に関して適宜相談を行い、対応しております。 

（リスク管理） 

リスク管理は、クレジットリスク、為替リスク、カントリーリスク等の各種リスクに備え、

それぞれ対応する主管部局が社内規定を定め、リスクの回避、予防、管理に努めており、またリ

スクが顕在化した場合には、主管部局が迅速な対応を図ることとしております。 

（内部監査） 

内部監査は、監査室が社長直轄の組織として各部門の業務執行について監査し、業務改善を

進めるとともに、経営方針・社内諸規定の遵守運用状況を監視しております。また、各部門で

実施する自己監査に助言・指導し、実施に協力しております。 

 

f.当社の経営管理組織、内部統制システム及びリスク管理体制の模式図は以下のとおりです。 

 

《内部統制システム》

株　主　総　会

取締役会 監査役会

選任・解任選任・解任

代表取締役社長

選任・解任・監督

経営会議

営業部門

倫理委員会
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ会議

監査室

会
計
監
査
人

法
務
・
税
務
顧
問

選
任
・
解
任

会計監査

助言・指導

監査・監視

コンプライアンス管理

内部監査

信用リスク管理

審査部

管理部門
牽制・監視

 
 

g.内部監査、監査役監査並びに会計監査の状況 

内部監査は、監査室が内部監査規則に基づく社長直轄の組織として、会社の業務活動が適正か

つ効果的に行われているかを監査しております。監査室の組織は、室長 1 名室員 1 名の 2 名体制

です。監査室は上記規則に沿って監査計画を策定し、抜き打ちも含めて監査を実施しております。

また、監査結果については、監査報告書を作成し社長に提出しております。 

監査役監査は、社内監査役 2 名、社外監査役 2 名の 4 名体制で、監査役会を定期的に開催する

とともに、経営会議及び取締役会等重要な会議に出席し、また、決裁書類等の閲覧や業務及び財

産の状況の調査を通じて、取締役の職務執行を監視できる体制をとっております。 

監査室及び監査役、会計監査人は、監査計画や監査結果の報告等について定期的な打ち合わせ

を含め、必要に応じて情報交換を行うことにより相互の連携を高めております。 
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会計監査人は、あずさ監査法人を選任しております。業務を執行した公認会計士の氏名及び監

査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名  指定社員 業務執行社員  飯塚 昇 

                  指定社員 業務執行社員  市東 康男 

・監査業務に係る補助者の構成    公認会計士  2 名 

                  その他    8 名 

h.その他 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。 

 

取締役に支払った報酬    61 百万円 

監査役に支払った報酬    31 百万円 

      計         92 百万円 

 また、当連結会計年度に退任した取締役に対する、株主総会決議に基づく退職慰労金が 19 百万

円あります。 

 

当事業年度における当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬及

びその他業務に係る報酬の内容は、以下の通りであります。 

 

公認会計士法第 2条第 1項の監査証明業務に係る報酬     26 百万円 

その他業務に係る報酬                                       0 百万円 

         計                                     26 百万円 

 

③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係の概要 

     社外監査役は 2名であり、また、社外取締役はおりません。社外監査役との人的関係、資本的

関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

 

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

コーポレート・ガバナンスの強化のための施策として、コンプライアンスの徹底に向けた活動

を積極的に実施しております。具体的には、各部門毎にコンプライアンス・オフィサーを任命し、

各部門のコンプライアンスに関する相談を受け付けるとともに、毎月遵守状況の点検を行い、その

結果をコンプライアンス・オフィサー会議で報告しております。また、倫理委員会を設置し、コン

プライアンス・オフィサー会議からの報告について違反内容を審議し、その結果を踏まえコンプラ

イアンスの徹底に向けた諸施策を推進しております。 

 

3．経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

① 営業の経過及び成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、IT 関連分野の在庫調整や原油等原材料価格の高騰によ

る景気減速懸念がありましたものの、企業収益は改善が続き、設備投資も回復してまいりました。

また、個人消費も雇用面の改善が続き、底堅く推移してまいりました。 

 このような経済環境下にありまして、当連結会計年度の売上高は、845 億 7 百万円（前連結会計

年度 653 億 22 百万円）と前連結会計年度比 29.4％の増加となりました。 

   売上高を取引形態別に見ますと、国内 38.0％、輸入 41.4％、輸出 14.9％、外国間取引 5.7％の

構成比率となり、輸入取引比率が増加しました。また、事業種類別では、非鉄金属 38.3％、鉄鋼

56.9％、物流 4.8％の構成比率となりました。 

  損益面におきましては、売上高の増加に伴って売上総利益は 42 億 11 百万円（前連結会計年度

38 億 21 百万円）と増加し、更に販売費及び一般管理費の削減により営業利益は 20 億 81 百万円（前

連結会計年度 16 億 23 百万円）と好転しました。また、経常利益も 15 億 67 百万円（前連結会計年
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度 12 億 98 百万円）と増加し、当期純利益は 10 億 24 百万円（前連結会計年度 9億 49 百万円）と

なりました。 

② 部門別の営業の概況 

   ・非鉄金属部門（売上高 323 億 70 百万円 前連結会計年度比 15.2％増） 

 当連結会計年度の非鉄原料取引は、地金及びスクラップ取引の価格高騰により売上高が増加し

ました。非鉄製品取引は、主要取引の原料価格高騰の影響は一部に留まり、また製品の小型軽量

化により取引量が減少した事もあり、売上高は前期並となりました。部門全体としての売上高は

増加しました。 
 

   ・鉄鋼部門（売上高 480 億 75 百万円 前連結会計年度比 45.9％増） 

 当連結会計年度の鉄鋼製品取引は、国内外の堅調な需要に支えられ売上高が増加しました。鉄

鋼原料取引は、単価の上昇と需要家の操業率の上昇により売上高が大幅に増加しました。機能素

材取引の売上高は前期並となりました。部門全体としての売上高は大幅に増加しました。 

 

   ・物流部門（売上高 40 億 62 百万円 前連結会計年度比 4.6％減） 

 当連結会計年度の輸出車輌の船積業務は、堅調な海外需要に支えられ増加しました。引越業務

は、金融機関等を中心に増加しました。倉庫業、運送業及び海上貨物取扱業は、銅地金等の取扱

量が減少し、また猛暑、暖冬により繊維製品等の取扱量も減少しました。部門全体としての売上

高は減少しました。 

 

（2）平成 18 年 3 月期の通期業績見通し 

本年度のわが国経済は、IT 関連需要や原油等原材料価格並びに海外金利の動向とその影響が懸

念されるものの、中国ほかのアジア経済の拡大が続くと見られ、輸出や国内需要の増加により企業

収益の改善基調は継続するものと思われます。また、企業収益の改善から雇用環境、所得環境も改

善し個人消費も着実に改善していくものと思われます。 

 このような経済情勢の下、通期の業績見通しにつきましては、売上高 932 億円と 86 億円増収を

見込んでおりますが、金利上昇を勘案して経常利益は 15 億 10 百万円、当期純利益は 9億 10 百万

円を見込んでおります。 

 

 （3）財政状態 

   [連結キャッシュ・フローの状況] 

 当連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、たな卸資産及び売上債権の

増加等により 2 億 92 百万円のマイナスとなりました。「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、

短期貸付金の増加等により 1億 50 百万円のマイナスとなりました。「財務活動によるキャッシュ・

フロー」は、短期借入金の増加等により、4億 78 百万円のプラスとなりました。この結果、当連結

会計期間末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、25 百万円増加し、20 億 35 百万円と

なりました。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

 
15 年 3 月期 16 年 3 月期 17 年 3 月期 

自己資本比率（％） 5.4 7.6 8.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 7.2 11.9 13.7 

債務償還年数（年） 6.4  25.6 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  6.3 2.0 － 

※自己資本比率： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 
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 債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算定しております。 

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算定しておりま

す。 

③有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

④利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

⑤当連結会計年度の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フ

ローがマイナスのため記載を省略しております。 

 



金商株式会社 

１．取引形態別内訳

（単位：百万円）

金　額 百分比 金　額 百分比 増減額 増減率

% % % 

32,116 38.0 29,790 45.6 2,326 7.8 

35,021 41.4 21,466 32.8 13,555 63.1 

12,584 14.9 9,904 15.2 2,679 27.1 

4,785 5.7 4,161 6.4 623 15.0 

84,507 100.0 65,322 100.0 19,185 29.4 

２．セグメント別内訳

（単位：百万円）

金　額 百分比 金　額 百分比 増減額 増減率

% % % 

32,370 38.3 28,105 43.0 4,264 15.2 

48,075 56.9 32,958 50.5 15,117 45.9 

4,062 4.8 4,259 6.5 △ 196 △ 4.6 

84,507 100.00 65,322 100.0 19,185 29.4 

(注) 売上高と成約高の差額については、取引形態別、セグメント別共に僅少であります。

区　分

区　分

非 鉄 金 属

鉄　 　　鋼

合     　計

物   　　流

当連結会計年度 前連結会計年度

　　 自　平成16年4月 1日 　　 自　平成15年4月 1日 
　　 至　平成17年3月31日 　 　至　平成16年3月31日

合　　　計

連 結 売 上 高 内 訳 

増　減

国　　　内

輸　　　入

輸　　　出

外　国　間

前連結会計年度

　 　自　平成15年4月 1日 
　 　至　平成16年3月31日

増　減

当連結会計年度

　　 自　平成16年4月 1日 
　　 至　平成17年3月31日
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金商株式会社 

（単位：百万円）

百分比(%) 百分比(%) 増減率(%)

Ⅰ 売上高 84,507 100.0 65,322 100.0 19,185 29.4 

Ⅱ 売上原価 80,296 95.0 61,501 94.1 18,795 30.6 

　　 売上総利益 4,211 5.0 3,821 5.9 390 10.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 　従業員給料手当 915 932 △ 17 

   退職給付費用 68 150 △ 81 

   その他 1,145 2,129 2.5 1,115 2,198 3.4 30 △ 68 △ 3.1 

　　 営業利益 2,081 2.5 1,623 2.5 458 28.2 

Ⅳ 営業外収益

 　受取利息 101 69 31 

 　持分法による投資利益 －       142 △ 142 

 　その他 52 153 0.2 18 230 0.4 33 △ 77 △ 33.5 

Ⅴ 営業外費用

 　支払利息 620 448 171 

 　持分法による投資損失 5 －       5 

 　その他 41 667 0.8 106 554 0.9 △ 64 112 20.3 

　 　経常利益 1,567 1.9 1,298 2.0 268 20.7 

Ⅵ 特別利益

 　固定資産処分益 0 －       0 

 　投資有価証券処分益 6 －       6 

 　関係会社整理益 1 －       1 

 　ゴルフ会員権処分益 19 －       19 

 　厚生年金基金清算益 24 －       24 

 　貸倒引当金戻入益 333 385 0.4 120      120      0.2 212 265 219.5 

Ⅶ 特別損失

 　固定資産処分損 29 19 10 

 　関係会社株式処分損 5 －       5 

 　投資有価証券評価損 7 7 0 

 　役員退職慰労金 19 －       19 

 　出資金評価損 140 －       140 

 　その他 －       201 0.2 560      587 0.9 △ 560 △ 385 △ 65.6 

　 　税金等調整前当期純利益 1,751 2.1 831 1.3 919 110.5 

　 　法人税、住民税及び事業税 633 9 623 

　 　法人税等還付額 －       △ 18 18 

　　 法人税等調整額 72 705 0.9 △ 74 △ 83 △ 0.1 146 789 △ 945.1 

　　 少数株主利益又は損失(△) 20 0.0 △ 34 △ 0.1 55 △ 161.2 

　　 当期純利益 1,024 1.2 949 1.5 74 7.9 

　　 至　平成17年3月31日 　　 至　平成16年3月31日

金　額 金　額 増減額

　　 自　平成16年4月 1日 　　 自　平成15年4月 1日

当連結会計年度 前連結会計年度

区　分

連結損益計算書

増　減
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金商株式会社 

（単位：百万円）

構成比(%) 構成比(%)

Ⅰ 流動資産

　　現金及び預金 2,035 2,173 △ 138 

　　受取手形及び売掛金 22,251 17,733 4,517 

　　たな卸資産 7,186 5,646 1,540 

　　繰延税金資産 221 302 △ 81 

　　短期貸付金 861 473 388 

　　その他 766 754 12 

　　貸倒引当金 △ 435 △ 758 323 

32,888 80.1 26,325 74.7 6,563 

Ⅱ 固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物 3,701 3,686 15 

　　　　 減価償却累計額 2,469 1,231 2,362 1,323 107 △ 92 

　　　土地 2,506 2,506 0 

　　　その他 641 703 △ 62 

　　　　 減価償却累計額 477 163 493 210 △ 15 △ 46 

　　　　有形固定資産合計 3,902 9.5 4,040 11.5 △ 138 

　　無形固定資産 88 0.2 116 0.3 △ 28 

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 2,277 2,412 △ 135 

　　　長期貸付金 560 621 △ 60 

　　　その他 1,519 1,908 △ 388 

　　　貸倒引当金 △ 173 △ 190 16 

　　　　投資その他の資産合計 4,183 10.2 4,751 13.5 △ 567 

8,174 19.9 8,908 25.3 △ 734 

　　　　　資産合計 41,062 100.0 35,233 100.0 5,829 

　　　　固定資産合計

区　分 金　額 金　額

（資産の部）

　　　　流動資産合計

平成17年3月31日  平成16年3月31日

連結貸借対照表

当連結会計年度 前連結会計年度

金　額

増　減
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金商株式会社 

（単位：百万円）

構成比(%) 構成比(%)

Ⅰ 流動負債

　  支払手形及び買掛金 16,610 12,693 3,917 

　　短期借入金 18,135 17,570 565 

　　未払法人税等 617 10 607 

　　その他 1,228 1,376 △ 148 

36,592 89.1 31,650 89.8 4,941 

Ⅱ 固定負債

　　長期借入金 217 304 △ 87 

　　退職給付引当金 509 514 △ 4 

　　その他 25 41 △ 15 

752 1.8 859 2.5 △ 107 

　　　　　負債合計 37,344 90.9 32,510 92.3 4,833 

　　少数株主持分 43 0.2 31 0.1 12 

Ⅰ 資本金 802 2.0 802 2.3 － 

Ⅱ 利益剰余金 3,335 8.1 2,310 6.5 1,024 

Ⅲ その他有価証券評価差額金 29 0.1 22 0.1 6 

Ⅳ 為替換算調整勘定 △ 485 △ 1.2 △ 438 △ 1.3 △ 47 

Ⅴ 自己株式 △ 6 △ 0.0 △ 5 △ 0.0 △ 1 

　　　　　資本合計 3,674 8.9 2,691 7.6 983 

 負債、少数株主持分及び資本合計 41,062 100.0 35,233 100.0 5,829 

（資本の部）

　　　　固定負債合計

（少数株主持分）

　　　　流動負債合計

区　分 金　額 金　額

（負債の部）

当連結会計年度 前連結会計年度

平成17年3月31日

金　額

連結貸借対照表

 平成16年3月31日
増　減
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金商株式会社 

（単位：百万円）

（資本剰余金の部）

 Ⅰ 資本剰余金期首残高 － － 

 Ⅱ 資本剰余金期末残高 － － 

（利益剰余金の部）

 Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,310 1,676 

 Ⅱ 利益剰余金増加高

　　 当期純利益 1,024 949 

　　 海外子会社利益処分修正額 －             1,024 14 964 

 Ⅲ 利益剰余金減少高

 Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,335 2,310 

330 

金　額

　   海外子会社の資産再評価に伴う
     剰余金減少高

－             －             330 

区　分

連結剰余金計算書

前連結会計年度

　　　 自　平成15年4月 1日 
　　　 至　平成16年3月31日

当連結会計年度

　　　 自　平成16年4月 1日 
　　　 至　平成17年3月31日

金　額
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金商株式会社  

（単位：百万円）

　Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　税金等調整前当期純利益 1,751 831

　　　　減価償却費 224 195

　　　　投資有価証券評価損 7 7

　　　　有形固定資産処分損 29 19

　　　　関係会社株式処分損 5 －

　　　　出資金評価損 140 －

　　　　貸倒引当金の減少額 △ 340 △ 130

　　　　退職給付引当金の増減額 △ 4 4

　　　　受取利息及び受取配当金 △ 103 △ 71

　　　　支払利息 620 448

　　　　持分法による投資損益 5 △ 142

　　　　売上債権の増減額 △ 4,610 636

　　　　たな卸資産の増加額 △ 1,553 △ 2,538

　　　　仕入債務の増加額 3,723 1,838

　　　　その他 282 108

　　　　　小計 178 1,208

　　　　利息及び配当金の受取額 204 89

　　　　利息の支払額 △ 634 △ 446

　　　　法人税等の支払額 △ 41 △ 26

　　　　法人税等の還付額 － 53

　　 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 292 878

　Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　定期預金の預入による支出 － △ 181

　　　　定期預金の払戻しによる収入 163 －

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 86 △ 19

　　　　有形固定資産の売却による収入 0 267

　　　　投資有価証券の取得による支出 △ 0 △ 0

　　　　投資有価証券の売却による収入 33 －

　　　　短期貸付金の純増加額 △ 388 △ 96

　　　　長期貸付金の返済による収入 37 172

　　　　その他 90 △ 21

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 150 120

　Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　短期借入金の純増減額 718 △ 289

　　　　長期借入金の返済による支出 △ 238 △ 595

　　　　その他 △ 1 △0

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー 478 △ 885

　Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 10 △ 9

　Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 25 104

　Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,009 1,905

　Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,035 2,009

　　 至　平成17年3月31日

連結キャッシュ・フロー計算書

金　　額

当連結会計年度

金　　額区　分

前連結会計年度

　　 自　平成15年4月 1日
　　 至　平成16年3月31日

　　 自　平成16年4月 1日
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